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管理の実際 7.
小児期における不必要な運動制限は、筋力や心肺機能、骨密度の低下、肥満などを引き起こし、

精神的には、健全な精神発育を阻害しうるものです。食事療法も、子供の時の強い食事制限は成

長や発育を遅らせる恐れがあり、学校給食、兄弟との食事などの面で心理的に悪影響もあります。

運動制限や食事制限を指示する場合には、正確な診断とともに、その子供に合った制限を指示し

なくてはなりません。

実際に用いる際には、学校生活管理指導表に基づいて一人ひとりの児童生徒にあった運動を指

導します。学校生活管理指導表の運動強度は次のように定義されています。

１．軽い運動

ほとんど息がはずまない程度の運動。

２．中等度の運動

少し息がはずむが、息苦しくはない程度の運動。パートナーがいれば楽に会話ができる程度。

３．強い運動

息がはずみ、息苦しさを感じるほどの運動。

なお中等度の運動は通常慢性腎臓病患者では勧めるべきとされている運動で、特に有酸素運動

は腎機能障害があっても様々なガイドラインで一日30分以上は行うべきとなっています（注１）。

また肥満は腎臓に負担がかかるため、肥満を防ぐためには運動をするように心がけましょう。こ

のような子どもに対しては長時間の激しい体育（長時間のなわとび、持久走、マラソン、競泳、

遠泳など）、激しい運動を伴う部活動を禁止します。しかし、上記以外の有酸素運動に相当する体

育、クラブ活動には参加できます。また「体力を高める運動」（注２）をさせることは主治医の判

断でかまいません。

注１）有酸素運動は通常の慢性腎臓病患者には制限が不要で、腎機能障害があっても安定してい

れば1日30分以上は行うべきとガイドラインではすすめています。有酸素運動として代表的

なものは歩行、水泳、ジョギングなどであり、推奨されるのは中等度の強度（会話しなが

ら続けられる程度であり、息切れで会話ができなければ強すぎ、歌が歌えるくらいの余裕

があれば弱すぎる）の運動です。歩行であれば15分以上を1日2回、週3－5日でも良いとさ

れています。

注２）「体力を高める運動」にはダンベルやマシンなどの器具を用いる方法や、スクワットや腕

立て伏せのように自体重を利用して行う

方法がありレジスタンス運動とも言われ

ます。
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